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地域からの撤退または残留判断を含めた⾮常事態時の企業の対応について （共催）Dentons法律事務所、Dentonsグローバル・
アドバイザーズ、アンダーソン・⽑利・友常法律事務所外国法共同事業、⼀般財団法⼈海外投融資情報財団
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事業会社のための海外の経済安全保障関連規制の基礎と実務〜⽶国のOFAC規制、再輸出規制、対内・対外投資規制を中⼼に、⽇本
企業が留意すべきポイントを解説〜 （主催）⾦融財務研究会

2023年10⽉31⽇

事例で学ぶJV契約・JVからの撤退の重要ポイント〜増⼤する経済安全保障リスクも踏まえて〜 （主催）⾦融財務研究会 2023年10⽉17⽇
海外危機管理・コンプライアンスの重要ポイント 株式会社ビズアップ総研 2023年4⽉27⽇
事例で学ぶJV契約・JVからの撤退の重要ポイント〜増⼤する経済安全保障リスクも踏まえて〜 （主催）⾦融財務研究会 2023年4⽉26⽇
⽶国の経済制裁・輸出管理の基礎と近時の動向（全4回） （主催）株式会社FRONTEO 2023年2⽉2⽇
事業会社のための⽶国の経済安全保障制度の基礎と実務 （主催）⾦融財務研究会 2022年12⽉1⽇
経済安全保障リスクの現状とIT企業に求められる対策 （主催）新経済連盟 2022年11⽉25⽇
事例で学ぶＪＶ契約・ＪＶからの撤退の重要ポイント （主催）⾦融財務研究会 2022年10⽉26⽇
【有料WEBセミナー】カントリーリスクを踏まえた企業の法務的対応〜ロシア・中国⼤陸と台湾〜 （主催） 株式会社 商事法務 2022年7⽉27⽇
事例で学ぶＪＶ契約・ＪＶからの撤退の重要ポイント 〜出⼝戦略を踏まえた実践的対応策の解説〜 （主催）⾦融財務研究会 2022年3⽉1⽇
事業再⽣のための資⾦調達・M&Aの実務ポイント −資⾦調達・拠出スキームから海外⼦会社の売却までを事例を交えて解説−
（主催）FNコミュニケーションズ

2021年10⽉6⽇

事例で学ぶＪＶ契約交渉・ＪＶからの撤退の重要ポイント 〜出⼝戦略を踏まえた実践的対応策の解説〜 （主催）⾦融財務研究
会

2021年9⽉14⽇

業績不振・経営危機に陥った海外⼦会社への対応に関する法務と実務 〜経営⽀援・撤退等を検討する際の留意点を近時の事例・裁
判例を交えて解説〜 （主催）⾦融財務研究会

2021年7⽉6⽇

事例で学ぶJV契約交渉・JVからの撤退の重要ポイント （主催）⾦融財務研究会 2021年6⽉1⽇
救済型M&Aの実務 〜財務状態が悪化した企業に対するM&A・資⾦⽀援と近時のトレンド〜 （主催）（株）FNコミュニケーショ
ンズ （共催）⾦融ファクシミリ新聞社
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ディストレストM＆A実務の基礎 〜財務状態が悪化した⽇本企業・⽶国企業の買収における留意点につき、事例を交えて解説〜
（主催）⾦融財務研究会

2021年3⽉17⽇

事例で学ぶＪＶ契約交渉の重要ポイント 〜出⼝戦略を踏まえた実践的対応策の解説〜 （主催）経営調査研究会 2021年2⽉24⽇
⽶国デラウェア州会社法に基づく⼦会社の設⽴・運営 （主催）経営調査研究会 2020年2⽉21⽇
≪演習≫実践・英⽂契約書ドラフティング⼊⾨ 〜３時間半でマスター レビューをより効果的にする「書く」技術〜 （主催）経
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ニューヨーク州弁護⼠登録（2017年）

INSOL International

東京弁護⼠会倒産法部
事業再⽣実務家協会(JATP)

事業再⽣研究機構
倒産実務家⽇本協会(JFIP)

全国倒産処理弁護⼠ネットワーク
International Bar Association (IBA)

American Bankruptcy Institute (ABI)

東アジア倒産再建協会
⽇本組織内弁護⼠協会 (JILA)
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